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汎　用　性 多くの場所で使用可能であること ○ △ △
簡　便　性 輸送や査数等の取扱いが簡便であること × ○
?
譲渡可能性 第三者への譲渡や転々流通が可能であること ○ 01 ×2 × 01 ×
分割可能性 分割利用が可能であること 03 01 ○ 一 01 ○ 一
利便性 匿　名　性 購買履歴等のプライバシーが守られていること
? 01 ○ × ○旦 ○ ?






○ ○ ? ○ ×
利　用　料 手数料等が不要であること ○ ? ○　　　？ × ?経済性 端末費用 端末等を使用しないこと ? △4 ? ×
換　金　性 現金と交換可能であること 一 ○
? ○　　　　　　×
その他 安　全　性 偽造、改ざん、二重使用等の不正使用ができﾈいこと △5 △5 △5
管　　　便　　　性 輸送や査数等の取扱いが簡便であること ? ○ ○
事　務　完　了　性 事後の事務処理が不要であること ○ ○　　　　　　× ○　　　　　　×
????
オフライ　ン性 支払後にオフライン処理を必要としないこと ○ ○　　　　　　△6 X

















































































IC残高の戻し入れ 不可能 不可能 可能
IC残高への付利 なし なし あり
ショッピングの際の本人確認方法 なし なし ショッピング用暗証番号
金融情報の匿名性 あり あり なし
金融残高の転々流通性 なし なし なし
（資料）情報通信総合研究所ホームページ（http：／／www．icr．co．jp／）等をもとに郵政省貯金局作成
〔出所〕郵政省『郵便貯金の事業経営に関する将来ビジョン研究会中間報告書』1999年、P．83．
??
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問われよう。
　それより根本的には、なぜ人々が貨幣を使用し、またそれを保有しよ
うとするのか、財・サービスと貨幣はどう対応するのか、貨幣にどんな
役割を期待しているかという貨幣理論の基本的問題とからめて電子マ
ネーを考察する必要があろう1°》。これらの問題を解くことにより、改めて
ECと電子マネーの関係を考察することが肝要である。
　　　　　　　　　　　　　　　　注
1）河野公洋『国際電子商取引の実際』東京経済情報出版、1999年、P．10．
2）全国地方銀行協会『FB関連業務部会電子商取引分科会報告書』1999年、
　P．2．
3）ちなみに、アメリカの場合、BtoCは1998年の2兆2，500億円が2003年に
　21兆3，200億円と9．48倍となり、BtoBは1998年が19兆5，000億円で、2003
　年が166兆3，000億円と推計され、約8．53倍になると予想されている。
4）作れば売れるという時代は過ぎ去り、商品やサービスの需要が不確実に
　なってきた現在、「莫大な不良在庫や巨大な需要機会喪失に悩む企業は従来
　の枠を越えて製品の製造、流通、販売プロセスを最適化するために、生産会
　社、製造会社、小売会社間で製品の売れ筋情報や生産情報をリアル・タイム
　に交換・共有する」（関戸亮司「企業間電子商取引（BtoB）市場における
　地方銀行の戦略」『地銀協月報』1999年7月号、P．18．）サプライチェーン・
　マネージメントを導入する必要に迫られている。こうした情報の交換・共有
　化は、原則として、BtoBだけでなく、BtoCにおいても求められている
　といえよう。
5）以下の新たな決済システムの技術は、郵政省『ペイメントシステムの変革
　時代における個人金融サービスの在り方に関する調査研究会報告書』1998
　年、PP．1－14に負うところが大きい。
6）須澤淳「21世紀の個人金融サービスの展望」郵政研究所編著『郵政研究所
　10周年記念論文集』1998年、PP．70－71．
7）表4は原資料をもとにいくつかの加筆と訂正がなされている。
8）同上論文P．64．
9）『1999年版通信白書』1998年、P．74．
10）この点については、岩村充『電子マネー入門』日本経済新聞社、1996年、
　須藤修・後藤玲子『電子マネー』筑摩書房、1998年、建部正義「電子マネー
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の虚像と実像」花輪俊哉編著『金融システムの構造変化と日本経済ゴ中央大
学出版部、1999年、PP．111－39、同『貨幣・金融論の現代的課題』大月書店、
1997年、藤田渉・深浦厚之『ネットワーク社会とペイメント・メカニズム』
日本クレジット産業協会クレジット研究所、1998年、山口義行『金融ビッグ
バンの幻想と現実』時事通信社、1997年、PP．31－85を参照されたい。
